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「障がい」の表記方法について 

 障害の「害」の字の表記については、否定的で負のイメージがあることから、

法律名、団体名などの固有名詞を除き、「障がい」と平仮名で表記することとし

ます。 

※ 本計画内の平成 31 年以降の元号表記につきましては、平成 31 年５月１日の改元に 

伴い、元号が決定した段階で新たな元号に読み替えるものとします。 
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第１章 計画の策定に当たって 
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１ 策定の趣旨 

 

 本市は、平成19年３月に障がい者施策を総合的かつ計画的に推進するために、

全ての人々が障がいのあるなしにかかわらず、住み慣れた地域で、一人の人間と

して人権が尊重され、健やかに安心して暮らしていけるような地域社会の実現を

図ること、すなわち「ノーマライゼーションのまち」づくりを目指して、「共に

創り 共に支え合う ノーマライゼーションのまち」を基本理念とした「さんじ

ょう障がい者プラン 2007」を策定しました。 

 一方で、障がいのある人の地域生活を支援するために必要なサービスの確保と

体制整備を図るため、平成 21 年３月に「第２期三条市障がい福祉計画」を、平

成 24年３月に「第３期三条市障がい福祉計画」を、そして平成 27年３月に「第

４期三条市障がい福祉計画」を策定してきました。 

 障がいを取り巻くこれまでの動きは、平成 23 年６月に「障害者虐待の防止、

障害者の養護者に対する支援等に関する法律（以下「障害者虐待防止法」とい

う。）」が成立し、平成 24年 10月に施行されています。 

 さらに、平成 23 年７月には障がい者計画の根拠法である「障害者基本法」が

改正され、地域社会における共生等の新たな視点が盛り込まれることになりまし

た。 

 平成 24年６月には、それまでの障害者自立支援法を改正し、「障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援法」）と

いう。）」とされました。同法では、制度の谷間のない支援を提供する観点から難

病患者が障がい者福祉の対象に含まれることとされました。 

 平成 25年６月には、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（以下

「障害者差別解消法」という。）」が成立し、平成 28 年４月から施行されていま
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す。障害者差別解消法では、障がいを理由とする差別等の権利侵害行為を禁止す

るとともに、社会的障壁の除去を怠ることによる権利侵害（合理的配慮の不提供）

の防止が定められました。 

 これらの一連の法整備を経て、平成 26 年１月には「障害者権利条約」が批准

されました。 

 その後、障害者総合支援法施行３年後の見直しが行われ、平成 28 年６月には

「障害者総合支援法」と「児童福祉法」が改正されました。この改正により、地

域での生活を支える「自立生活援助」や「就労定着支援」等のサービス、高齢障

がい者が介護サービスを利用する場合の利用者自己負担額の軽減の仕組みなど

が新たに設けられました（平成 30年４月施行）。加えて、障がい児の多様化する

ニーズに対応し、計画的に支援の提供体制を整備していくため、「障がい児福祉

計画」の策定が義務付けられました。 

 また、国では、現在、「地域共生社会」の実現に向けた取組を進めています。 

 こうした動きを踏まえ、地域の課題に対応した障がい者支援施策を生涯にわた

って切れ目なく着実に進めていくために、これまでの取組や課題・ニーズについ

て、新たな視点に立って整理・検討を加えた障がい者支援の施策、障がい福祉サ

ービスの見込量や数値目標を盛り込んだ「第２期三条市障がい者計画・第５期三

条市障がい福祉計画・第１期三条市障がい児福祉計画」の３つの計画を一体のも

のとして策定しました。 
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２ 計画の概要 

 

 第２期三条市障がい者計画は、障害者基本法第 11 条第３項に基づく「市町村

障害者計画」であり、重点的に取り組む施策の基本的な方向を分野ごとに明らか

にし、これらの取組を推進するための指針としております。 

 また、第５期三条市障がい福祉計画、第１期三条市障がい児福祉計画は、障害

者総合支援法第 88 条第１項、児童福祉法第 33 条の 20 第１項に基づく「障害福

祉計画」「障害児福祉計画」であり、国の定める基本指針1に即し、地域において

必要な「障がい福祉サービス2」、「相談支援」、「障がい児支援」及び「地域生活支

援事業3」の各種サービスが計画的に提供されるよう、平成 32年度における障が

い福祉サービス等に関する数値目標及び各年度のサービス需要を見込み、サービ

ス提供体制の確保や推進を図っていくこととしてます。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 国の定める基本指針…障がい福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための

基本的な指針（平成 18年厚生労働省告示第 395 号：平成 29年３月 31日全部改正） 
2 障がい福祉サービス…個々の障がいのある人々の障がい程度や勘案すべき事項（社会活動や介護者、

居住等の状況）を踏まえ、個別に支給決定が行われるサービス 

3 地域生活支援事業…市町村の創意工夫により利用者の方々の状況に応じて柔軟に実施できる事業 
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３ 計画の期間 

 

 計画の期間は、平成 30 年度から平成 32 年度までの３年間とし、「第２期三条市

障がい者計画」と「第５期三条市障がい福祉計画」、「第１期三条市障がい児福祉計

画」を一体のものとして策定します。 

 また、社会情勢や法律、制度の変化等により、必要に応じて見直しを行います。 

 

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32

障がい者計画 延長

　一体として策定 　     一体として策定

障がい福祉計画

　    一体として策定

障がい児福祉計画 第1期

第2期

第5期

さんじょう障がい者プラン2007

障がい者プラン第5章 第2期 第3期 第4期
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４ 基本的な視点 

 

次の４つの視点に立って障がい者施策を推進します。 

 

 (1) 障がいのある人の自己決定の尊重と意思決定の支援 

地域共生社会を実現するため、障がいのある人の自己決定を尊重し、その意思

決定の支援に配慮するとともに、障がいのある人が必要とする障がい福祉サービ

スやその他の支援を受けつつ、その自立と社会参加を実現できるよう、障がい福

祉サービスや相談支援、地域生活支援事業の提供体制の整備を進めます。 

 

 (2) 市を基本とした身近な実施主体による障がい種別によらない一元的な障がい

福祉サービスの実施 

障がいのある人が地域で必要とする障がい福祉サービスを受けることができ

るよう、市を実施主体の基本とすることや障がい福祉サービスの対象となる障が

いのある人の範囲を踏まえ、より地域の実態把握に努め、社会資源を有効に活用

しながら障がい福祉サービスの充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 



 

7 

 

 (3) 施設・病院からの地域生活への移行、地域生活の継続支援及び就労支援の課

題に対応したサービス提供体制の整備 

障がいのある人の自立支援の観点から、施設や病院からの地域生活への移行、

地域生活の継続支援及び就労支援の課題に対応したサービス提供体制を整える

とともに、障がいのある人の生活を地域全体で支えるシステムを実現するため、

地域の社会資源を十分に活用し、その支援体制の整備を進めます。 

 

 (4) 地域共生社会の実現に向けた取組 

地域共生社会の実現に向けて、地域住民が障がいのある人などを取り込んだ地

域づくりへの取組を支援します。 

専門的な支援を必要としている人のために、各分野の協働を通じた包括的な支

援体制の構築に向けた取組を推進します。 

 

 

５ 計画の検証及び見直し 

 

本計画に定める事項の進捗状況については、三条市地域自立支援協議会4において

少なくとも年１回は検証を行い、障がい者施策や関連施策の動向も踏まえながら、

計画期間中においても必要に応じて本計画の見直しを行うものとします。 

 

 

 

                                                   
4 三条市地域自立支援協議会…障がいのある方が住み慣れた地域で安心して生活できるよう支援し、自

立と社会参加を図るための仕組みづくりに関し、中核的な役割を果たす協議の場 
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６ 障がい者を取り巻く状況 

 

  (1) 人口の高齢化と世帯規模の縮小 

 人口では、65 歳以上の占める割合が、平成 28 年度末現在で 30.4％であり、

平成 17年度末から平成 28年度末までの 11年間で、7.3％増加しています。 

 また、世帯規模では、１世帯当たりの平均世帯員数が、平成 28年度末現在で

2.8 人であり、平成 17 年度末から平成 28 年度末までの 11 年間で、0.4 人減少

しています。 

人口の高齢化 

82,653 73,757 69,427 

24,857 
28,369 30,300 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

平成17年度末 平成25年度末 平成28年度末

65歳未満 65歳以上

（107,510） （102,126）
(23.1%)

(27.8%)

(76.9%) (72.2%)

（99,727）

(30.4%)

(69.6%)

 

資料：住民基本台帳 

世帯規模の縮小 

3.2 2.9 2.8

0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
3.5
4.0

平成17年度末 平成25年度末 平成28年度末

世帯規模

 

資料：住民基本台帳 

人
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人
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  (2) 障がい者数の推移と年齢構成 

 障がい者数は、平成 28年度末現在で 5,950人（身体障がい 3,800人、知的障

がい 859 人、精神障がい 1,291 人）であり、平成 26 年度末から平成 28 年度末

までの２年間における伸び率は 3.5％（身体障がい△0.5％、知的障がい 4.8％、

精神障がい 16.3％）となっています。 

 また、年齢構成では 65 歳以上の占める割合が、平成 28 年度末現在で 50.4％

となっています。 

障がい者数の推移 

3,821 3,820 3,800

820 806 859

1,110 1,207 1,291

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成26年度末 平成27年度末 平成28年度末

身体障がい 知的障がい 精神障がい

（5,751） （5,833） （5,950）

(19.3%)

(14.3%)

(66.4%)

(20.7%)

(13.8%)

(21.7%)

(14.4%)

(63.9%)(65.5%)

 

障がい者の年齢構成 

 

人

ン 

(平成 28 年度末) (年度別) 

人

ン 

人

ン 

 



 

10 

 

  (3) 障がい福祉サービスの実利用者数の推移 

 障がい福祉サービスの１年間の実利用者は、平成 26 年度と平成 28 年度を比

較すると 51人（6.3％）増加しています。 

実利用者数の推移 

170 168 185

247 259 261

321 328 337

75 79 81

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度

18歳未満 18～39歳 40～64歳 65歳以上

(813） （834） （864）

(39.3%)(39.5%)

(9.4%)

(9.2%)

(30.4%)

(20.9%)

(9.5%)

(31.1%)

(20.1%)

(39.0%)

(30.2%)

(21.4%)

 

 

(4) 児童通所支援利用者延べ人数の推移 

     児童通所支援利用者延べ人数は、平成 26 年度と平成 28 年度を比較すると

2,959人（94.2％）増加しています。 

児童通所支援利用者延べ人数の推移 

2,401 2,460 2,478

38 43 37
702

1,563

3,585
3,141

4,066

6,100

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度

児童発達支援 医療型児童発達支援 放課後等デイサービス

(             )

(             )

(             )

(76.4％)

(1.2％)

(22.4％)

(60.5％)

(1.1％)

(38.4％)

(40.6％)

(0.6％)

(58.8％)

 

 

人

ン 

人

ン 
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  (5) 障がい福祉サービス費の推移 

 障がい福祉サービス費は、平成 26 年度と平成 28 年度を比較すると約１億７

千２百万円（13.8％）増加しています。 

障がい福祉サービス費の推移 

107,339 113,862 115,863 

893,040 939,417 982,532 

230,941 233,007 
274,423 17,672 27,768 

47,916 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

平成26年度末 平成27年度末 平成28年度末

訪問系サービス 日中活動系サービス 居住系サービス 児童通所給付費

(1,248,992）(1,248,992） (1,314,054） (1,420,734）

 

  (6) 相談支援件数の推移 

 相談支援件数は、平成26年度と平成28年度を比較すると2,611件（37.2％）増

加しています。内訳としては、基本相談支援5が2,414件（37.7％）の増加、計画

相談支援6が197件（32.5％）の増加となっています。 

相談支援件数の推移 

6,408 

9,121 8,822 

607 739 804

0

5,000

10,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度

基本相談 計画相談

                                                   
5 基本相談支援…障がいのある方やその家族からの相談に応じ、サービス利用や権利擁護に関する援

助、関係機関との連絡調整などを行う支援 

6 計画相談支援…障がい福祉サービスを利用する方に対して、利用サービスの内容を定めた計画の作

成とモニタリングを行う支援 

千円

ン 

件

人

ン 
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  (7) 福祉的就労7による作業工賃平均月額の推移 

 作業工賃平均月額は、平成28年度では就労継続支援Ａ型8が55,954円、就労継

続支援Ｂ型9が11,439円となっています。平成26年度と平成28年度を比較すると、

就労継続支援Ａ型が9,966円（21.7％）の増加、就労継続支援Ｂ型が1,733円

（17.9％）の増加となっています。 

作業工賃平均月額の推移 

45,988 45,749

55,954

9,706 10,459 11,439

0
5,000

10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000
40,000
45,000
50,000
55,000
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平成26年度 平成27年度 平成28年度

就労継続支援Ａ型 就労継続支援Ｂ型円

                                                   
7 福祉的就労…就労継続支援Ａ型及び就労継続支援Ｂ型 
8 就労継続支援Ａ型…一般企業への就労が困難な方に、雇用契約を伴う就労の機会を提供するとともに、

その知識や能力の向上のために必要な訓練を行うサービス 
9 就労継続支援Ｂ型…一般企業への就労が困難な方に、雇用契約を伴わない就労の機会を提供するとと

もに、その知識や能力の向上のために必要な訓練を行うサービス 
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７ 現状から見える課題 

 

  (1) 相談支援では、相談件数や困難ケースが年々増加する傾向にあることから、

新たな相談支援事業所の参入を促すとともに、相談支援専門員の確保やスキ

ルの向上が求められています。 

 

  (2) 障がい者を取り巻く背景として、高齢化や世帯規模の縮小に伴い家族の高

齢化や障がい者の単身化・高齢化が進んでいます。 

 

  (3) 障がい福祉サービスは、サービス利用が年々増加する傾向にあり、特に、

重度・中度の障がい者のサービス利用が増加する傾向にあることから、この

受け皿を確保する必要があります。 

 

  (4) 福祉的就労による作業工賃は、平均月額は微増しているものの、依然とし

て低い水準になっていることから、大幅な収入アップや一般就労につながる

支援が求められています。 

 

  (5) 発達障がいを含む障がい児への適切な対応（早期発見、療育・教育の充実、

福祉サービスの充実）が必要です。 
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第２章 三条市障がい者計画 
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１ 計画の基本理念 

 

 障がいのありなしに関わらず、地域に暮らす全ての人がいきいきと日常生活や

社会生活を営むことができるよう、一人ひとりが相互に尊重し、支え合う社会の

形成が求められています。また、障がい者やその家族などに関わる様々な分野に

わたる生活課題等を解決する地域共生サービスへの取組が進められてきます。 

 そのため、本市がこれからの障がい福祉施策を推進するために次の基本理念を

目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基 本 理 念 

 

共に歩み 共に創り 共に支え合う 

 

地域共生社会の実現 
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２ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念 施 策 分 野 施 策 の 方 向 

(1) 相談支援の充実 
① 相談支援専門員の確保と育

成 

①  低単価・低工賃への対応 

 

② 企業等・福祉との連携と情

報共有化のためのネット

ワークの構築 

(3) 就労支援・雇用促進 

(4)  障がいの早期発

見・確実な支援 

共
に
歩
み 

 

共
に
創
り 

 

共
に
支
え
合
う 

 

地
域
共
生
社
会
の
実
現 

(2) 日常生活支援の充実 

① 早期発見・相談の着実な

実施 

 

② 発見から支援への確実

なつなぎ 

 

③ 支援体制の充実 

① 重度・中度の受け皿の確保

と支援 

 

② 家族の高齢化、障がい者の

単身化・高齢化への対応 
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 主  な  取  組  

〇 相談支援事業の体制強化のための支援策の充実 

〇 基幹相談支援センターの設置に向けた取組の推進 

〇 権利擁護支援の充実 

〇 成年後見制度等の利用促進 

〇 障がい福祉サービス事業所の整備拡充 

〇 介護保険制度との連携強化 

〇 成年後見制度等の利用促進（再掲） 

〇 工賃アップのための取組の推進 

〇 福祉的就労事業所の整備促進 

〇 企業と福祉のネットワークの構築・充実 

〇 障がい者就労の企業への理解の促進 

〇 年中児発達参観の着実な実施 

〇 多職種による子どもの発育・子育て相談の実施 

〇 放課後等デイサービスの充実 

〇 特別支援教育に係るスタッフの確保 

 援の実施及び保育士等の資質の向上 

〇 発達支援コーディネーターを中心とした個別の発達支援計画に基づく支

援の実施及び保育士等の資質の向上 

〇 保護者の理解の促進 
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３ 施策分野 

 

 (1) 相談支援の充実 

 

 【現状と課題】 

 障がい者が地域で生活するために、障がい者やその家族などからの相談を受け、

障がい福祉サービス等の利用を支援する相談支援体制の充実が必要です。 

 市では、市内の４社会福祉法人へ相談支援事業を委託していますが、基本相談

の相談内容は多様化・複雑化しており、かつ相談件数も増加しています。また、

サービス等利用計画の作成が義務化となり、サービス等利用の作成に関する相談

件数も増加しています。このことから、より利用者へ適切なサービスを提供して

いくためにも相談支援専門員の人材確保・育成や充実した体制の構築が求められ

ます。 

 また、障がいのある人が安心して地域で暮らしていくためには、「障害者差別

解消法」を踏まえた取組が求められます。障がいのある人が暮らしやすい社会の

実現のためには、障がいのある人に対する地域の理解を進める必要があります。

障がいのある人やその家族、介助者だけでなく、地域住民と障がいのある人との

交流ができるような機会を設けることや障がいに対する啓発活動を推進するこ

とにより、障がいがあっても社会参加ができ、あらゆる人と共存できる社会づく

りが可能になります。 

 さらに、知的障がいや精神障がいにより、判断能力が不十分な人の権利を守る

ために、福祉サービスや日常生活における契約行為、財産管理等を行う成年後見

制度の活用を広めていく必要があります。 
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  ① 相談支援専門員の確保と育成 

 相談支援事業の体制強化のための支援策の充実 

 ・相談支援事業所間の連携を強化し、相談支援専門員の増員や負担

軽減策を講じていきます。 

・新規の相談支援事業所の参入を促進します。 

・経験年数等に応じた各種研修を実施し、相談支援専門員の育成を

図ります。 

 基幹相談支援センター10の設置に向けた取組の推進 

 ・市内相談支援事業所の役割分担により地域全体の相談支援体制を

確立するとともに、相談支援の地域全体の拠点となる基幹相談支

援センター設置に向けた取組を推進します。 

 権利擁護支援の充実 

 ・虐待の禁止、早期発見・早期対応するために、関係機関等による

支援体制の強化・充実を図ります。 

・差別の解消及び合理的的な配慮の普及促進を図ります。 

 成年後見制度等の利用促進 

 ・成年後見制度等の周知を図り、安心して福祉サービスの利用が受

けられるよう支援します。 

                                                   
10 基幹相談支援センター…地域における相談支援の中核的な役割を担う機関 
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 (2) 日常生活支援の充実 

 

 【現状と課題】 

 障がい福祉サービスを必要とする障がい者は年々増加傾向にあり、その中でも、

重度・中度の障がいがあり、福祉サービスを必要とする障がい者が特に増加する

ことが見込まれます。 

 現在、重度・中度の障がい者が利用する市内の日中活動系サービス事業所では

定員を超える受入をしている状況であり、サービス提供体制の在り方や施設整備

の充実が課題となっています。 

 また、強度行動障がい者の支援について、市内の障がい福祉サービス事業所で

は経験や知識、人員体制が整わないため、十分なサービスが提供できず、ニーズ

に応えられないケースがあります。今後、強度行動障がいの特性の理解と共に、

適切な支援に向けた取組が必要です。 

 障がい者を支える家族の高齢化により、障がい者が単身世帯となる事例が見ら

れます。サテライト型住居の活用等、障がい福祉サービスを活用しながら、障が

い者が住み慣れた場所で安心して自立した地域生活が送れるような支援体制の

整備が必要です。 

 障がい者自身も高齢化しています。国では、訪問、通所、ショートステイのサ

ービスなど、介護保険サービスと障がい福祉サービスのどちらかで指定を受けて

いる事業所であれば、もう一方の指定を受けやすくなる仕組づくりにより、既存

の分野の垣根を越えて、本人も含めたあらゆる関係者が横断的に福祉を担う「地

域共生社会」に向けた取組が進められており、マンパワー不足の深刻化が懸念さ

れるなか、限られた人材を効率的に活用できると考えています。 

また、入院している精神障がいのある人のうち、退院可能な人については、病

院などの関係機関と連携を図り、必要な時に支援を受けることのできる体制を整
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備し、地域で暮らしていけるよう支援していく必要があります。 

 なお、判断能力が不十分な人の権利を守るために、成年後見制度の活用を広め

ていく必要があります。 

 

  ① 重度・中度の受け皿の確保と支援 

 障がい福祉サービス事業所の整備拡充 

 ・既存の資源の活用も含めて、関係機関等と連携しながら、重度・

中度の障がいのある人の受け皿の確保を図ります。 

・民間事業者も含めたサービス提供体制（施設整備）の拡充に努め

ます。 

・サテライト型住居やグループホームの利用支援や支援者の連携に

努めます。また、新たな資源の開拓に取り組みます。 

・研修や先進地視察等で障がい特性への理解を深め、障がい特性に

応じた支援体制の構築に努めます。 

 

  ② 家族の高齢化、障がい者の単身化・高齢化への対応 

 介護保険制度との連携強化 

 ・高齢者の支援機関との連携体制を強化し、介護保険制度への移行

が円滑に行えるように努めます。 

・障がい者への介護保険制度の周知に努めます。 

 成年後見制度等の利用促進（再掲） 

 ・成年後見制度等、権利擁護のための施策の周知と共に、適切な相

談支援体制の促進に努めます。 
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 (3) 就労支援・雇用促進 

 

 【現状と課題】 

 就労移行支援・就労継続支援などの日中活動系サービス事業所では、一般就労

が困難な人や就労訓練を希望する人に対する作業訓練や福祉的就労が行われ、社

会参加の場として大きな役割を担っています。しかし、就労機会に恵まれずに長

期在籍するなど、利用者が固定化している状況があることなどから、新規の受入

が次第に困難になっているため、必要な訓練を受けられる場を確保する必要があ

ります。 

 また、これらのサービス事業所の多くは民間企業からの受託作業が主であり、

サービス利用者の作業工賃収入は低い状況となっています。自立した生活をおく

るためにも、作業受注単価の見直し、売れる商品の開発、販路の開拓・拡大など、

工賃アップのために民間活力を活用しながら、自立した生活が確保できるまでの

の収入が得られるような取組が必要です。 

 「障害者の雇用の促進等に関する法律」により、障がい者の雇用促進を図って

いる中で、法定雇用率（2.0％）を達成した市内企業は、国、県を上回る 62.7％

（従業員 50人以上が対象、平成 28年６月１日現在）となっていますが、法定雇

用率が平成 30年４月から 2.2％となることから、雇用環境は依然として厳しい状

況にあると考えられます。各種セミナーを通じて、障がい者雇用の各種施策を実

施しているハローワークや障がい者就業・生活支援センター等の関係機関が連携

した就労支援体制を強化するとともに、障がい者に対する偏見等を払拭すること

をはじめとした企業等へ障がい者雇用への理解の促進を図ることが求められま

す。 

 さらに、障がい者の働く環境・業務と雇用する企業とマッチングの機会を設け、

新たな就労の場が必要です。 
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  ① 作業工賃の低単価・低工賃への対応 

 工賃アップのための取組 

 ・民間活力と協働した工賃アップのサポートのための工賃アップア

ドバイザーを活用した取組を実施します。 

・福祉的就労事業所の受注の機会の増大を図るため、市の物品等の

優先調達を推進します。 

・就労に必要な知識や能力の向上のための訓練の充実に努めます。 

・作業単価等の請負交渉のスキルの向上を図ります。 

 福祉的就労施設の整備促進 

 ・福祉的就労事業所の拡充を図り、サービスの提供体制を充実しま

す。 

 企業と福祉のネットワークの構築・充実 

 ・就労支援のセミナー等を通じて、ハローワーク、障がい者就業・

生活支援センター等の関係機関等と企業とのネットワークの構

築と充実を図ります。 

・就労に必要な知識や能力の向上のための訓練の充実に努めます。 

・一定の要件を満たした障がい者を雇用した企業に奨励金を交付

し、雇用と就労定着を促進します。 

 障がい者就労の企業への理解の促進 

 ・障がい者福祉活動サポート交付金等を活用した社会参加活動を促

進します。 

・障がいに対する偏見等を払拭するための周知を行います。 
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  ② 福祉・企業等との連携と情報共有のためのネットワークの構築 

 企業と福祉のネットワークの構築・充実（再掲） 

 ・チャレンジド11オフィスなど、新たな雇用機会の創出を図ります。 

・就労支援のセミナー等を活用し、ハローワーク、障がい者就業・

生活支援センター等の関係機関等と企業とのネットワークの構

築と充実を図ります。 

・企業等への障がい者雇用のための啓発活動を充実します。 

・障がい者雇用福祉奨励金の活用など、一般就労受入企業等への支

援を継続します。 

・特別支援学校の卒業後の進路について、本人の希望や能力に応じ

た進路選択ができるよう支援に努めます。 

・就労に必要な知識や能力の向上のための訓練の充実に努めます。 

・就労支援事業所、特別支援学校、ハローワーク等と連携した就労

の定着を促進します。 

 障がい者就労の企業への理解の促進 

 ・障がいに対する偏見等を払拭するための周知を行います。 

 

                                                   
11 チャレンジド…狭義には、仕事などによって積極的に社会参加を果たそうとする障がい者のことで

障がい者を社会の保護対象としてではなく、社会の参加者としてとらえるもの。  
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 (4) 障がいの早期発見・確実な支援 

 

 【現状と課題】 

 特別な支援が必要な子どもに対しては、乳幼児期から就労までの長期的な視点

を持った上で、できるだけ早期に、適切な療育と指導訓練等の支援を行う必要が

あります。 

 これまで、乳幼児健診及び年中児発達参観の実施により、支援の必要な子ども

を把握してきました。また、多職種による子どもの発育・子育て相談で、子ども

の成長や発達について保護者が抱える不安や悩みに相談対応しています。子ども

の状況や保護者のニーズに応じて子ども発達ルーム（児童発達支援）等で、子ど

もと保護者に対する支援を実施しています。保育所（園）・幼稚園等では、特別

な支援が必要な子どもに対して個別の発達支援計画を作成しています。就学時に

個別の発達支援計画を小学校に引き継ぎ、小学校入学後も継続した支援に取り組

んでいます。これら年中児発達参観、子どもの発育・子育て相談、子ども発達ル

ーム、個別の発達支援計画を含めた「三条っ子発達応援事業」を着実に実施し、

障がい特性に合った適切な支援や基本的な生活能力の向上を図り、将来の社会参

加へとつなげていく必要があります。 

 また、個別の発達支援計画の保護者との共有率は上がっているものの 100％に

は至っていないことから、保護者の障がいに対する理解の促進と保育士等の資質

の向上が必要です。 

 学齢期においては、放課後児童クラブにおける支援を図ってきたところですが、

療育的支援の必要な児童が増加しており、専門的な支援の必要性が高まってきて

います。放課後等デイサービスの利用は増加しているものの、定員数が不足して

いるため、放課後等デイサービスの充実が必要です。 

 また、学校生活においては、増加する特別な教育的支援を必要とする児童生徒
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への適切な支援を行うため、特別支援サポーターの確保が必要になっています。 

 

  ① 早期発見・相談の着実な実施 

 年中児発達参観の着実な実施 

 ・年中児の発達状況等を発達応援チームと保護者が共に確認し、子

どもの特性等に早期に気づくことができるよう年中児発達参観

を着実に実施します。 

 多職種による子どもの発育・子育て相談の実施 

 ・子どもに関する様々な悩みを持った保護者や保育士等支援者の相

談に適切に対応し、子どもの特性に適した対応ができるよう、臨

床心理士、言語聴覚士、保健師等による子どもの発育・子育て相

談を継続実施します。 

 

  ② 発見から支援への確実なつなぎ 

 発達支援コーディネーターを中心とした個別の発達支援計画に基づく支

援の実施及び保育士等の資質の向上等 

 ・個別の発達支援計画の作成や保護者との情報共有の推進のため

に、保育士等の資質向上を図ります。また、各施設の発達支援の

中心的な役割を担う発達支援コーディネーターの養成とスキル

アップを行います。 

 保護者の理解の促進 

 ・子どもの特性に応じた適切な支援ができるよう、保護者を含めた

市民に対し、発達障がいに関する理解を深めるための機会を設

け、周知を図ります。 
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  ③ 支援体制の充実 

 放課後等デイサービスの充実 

 ・療育的支援が必要な就学児に対し、専門的な支援を実施するため

、放課後等デイサービスの充実を図ります。 

 特別支援教育に係るスタッフの確保 

 ・増加する特別な教育支援を必要とする児童生徒への適切な支援を

行うために、特別支援サポーターを配置します。 
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第３章 三条市障がい福祉計画 

     三条市障がい児福祉計画 
 

 

 

 

 

 



 

29 

 

 

Ⅰ 計画期間における数値目標 

 

１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

 

(1) 国の基本指針 

 平成 32年度末において、平成 28年度末時点の施設入所者数の９％（９人）

以上が地域生活へ移行することを基本とし、これまでの実績及び地域の実情

を踏まえて設定する。 

(2) 市の考え方 

 地域移行の対象者として、障がい支援区分４以下で 50歳未満の者（６人）

を移行可能対象者と抽出し、個々の状況を勘案した結果、地域生活移行者の

目標値を３人に設定します。 

(3) 目標値 

項 目 数 値 

基 準 平成 28年度末時点の施設入所者数 102人 

目 標 計画期間における地域生活移行者数 ３人 

(4) 実績値 

項 目 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

地域生活移行者数 １人 ２人 ０人 

累 計 １人 ３人 ３人 

※ 平成 29年度の実績値は、平成 29年 11月末時点の数値です。以下同じ。 
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２ 施設入所者数の削減 

 

(1) 国の基本指針 

 平成 32年度末において、平成 28年度末時点の施設入所者数の２％（２人）

以上を削減することを基本とし、これまでの実績及び地域の実情を踏まえて

設定する。 

(2) 市の考え方 

 新たな入所者４人と退所者（３人の地域生活への移行（１の目標値）と４

人の介護保険制度への移行を見込み、施設入所者数削減の目標値を３人に設

定します。 

(3) 目標値 

項 目 数 値 

基 準 平成 28年度末時点の施設入所者数 102人 

目 標 平成 32年度末時点の施設入所者削減数 ３人 

(4) 実績値 

項 目 平成 27度 平成 28年度 平成 29年度 

施設入所者数 104人 102人 101人 

 

３ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 

(1) 国の基本指針 

 平成 32 年度末までに、各市町村に保健・医療・福祉関係者による協議の

場を設置することを基本とし、地域の実情を踏まえて設定する。 
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(2) 市の考え方 

 地域自立支援協議会や既存の地域包括ケアシステム構築に向けた協議体

を活用し、精神科病院からの地域移行に関する協議を行います。 

(3) 目標値 

項 目 整備の有無 

平成 32年度末時点での協議の場 有 

 

４ 地域生活支援拠点の整備 

 

(1) 国の基本指針 

 平成 32 年度末までに、各市町村又は各障がい保健福祉圏域に少なくとも

１つの拠点を整備することを基本とし、地域の実情を踏まえて設定する。 

(2) 市の考え方 

 平成28年６月に障がい者居住支援拠点施設を開設し目標は達成している。 

(3) 目標値 

項 目 整備の有無 

平成 32年度末時点における地域生活支援拠点の整備 有 

(4) 整備内容 

項 目 内  容 

実施事業 

①共同生活援助（３住居） 

②相談支援事業所 

③地域活動支援センター（余暇活動支援センター） 

付加機能 

①地域移行・定着支援員の配置 

②24時間支援体制 

③サテライト型住居への対応 

④体験利用及び緊急時の受入れ体制 

 



 

32 

 

 

５ 福祉施設利用から一般就労への移行 

 

(1) 国の基本指針 

 福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて平成 32 年度に一

般就労に移行する者の目標を設定する。 

 当該目標の設定に当たっては、平成 28 年度の一般就労移行実績の 1.5 倍

（14人）以上とすることを基本とし、これまでの実績及び実情を踏まえて設

定する。 

(2) 市の考え方 

 一般企業による就労継続支援サービス等の参入による移行者数の増を見

込み、平成 32年度に福祉施設から一般就労へ移行する者の目標値を 14人に

設定します。 

(3) 目標値 

項 目 数 値 

基 準 平成 28年度の年間一般就労移行者数 ９人 

目 標 平成 32年度の年間一般就労移行者数 14人 

(4) 実績値 

項 目 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

一般就労移行者数 14人 ９人 ７人 
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６ 就労移行支援事業の利用者数 

 

(1) 国の基本指針 

 平成 32年度末における就労移行支援事業の利用者が、平成 28年度末の利

用者の２割以上（40人）以上増加することを目指し、これまでの実績及び地

域の実情を踏まえて設定する。 

(2) 市の考え方 

 サービス利用者の利用傾向等を勘案し算定した平成 32 年度のサービス見

込量の利用人数（40人）から、就労移行支援事業利用者の増加の目標値を７

人に設定します。 

(3) 目標値 

項 目 数 値 

基 準 平成 28年度末時点の就労移行支援事業利用者数 33人 

目 標 平成 32年度末時点の就労移行支援事業利用者増加数 40人 

(4) 実績値 

項 目 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

就労移行支援利用者数 26人 33人 32人 

 

７ 就労移行率３割以上の事業所の割合 

 

(1) 国の基本指針 

 平成 32 年度末において、就労移行支援事業者のうち、就労移行率が３割

以上の事業所を全体の５割（３か所）以上とすることを目指し、これまでの

実績及び実情を踏まえて設定する。 
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(2) 市の考え方 

 市内事業所の過去３年間の就労移行実績を勘案し、就労移行率３割以上の

事業所の目標値を平成 28年度実績から２つ増加した３か所に設定します。 

(3) 目標値 

項 目 数 値 

基 準 平成 28年度末時点の就労移行支援事業所数 ５か所 

目 標 平成 32年度末時点の就労移行率３割以上の事業所数 ３か所 

(4) 実績値 

項 目 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

市内事業所数 ４か所 ５か所 ５か所 

３割以上の事業所数 ４か所 １か所 １か所 

 

８ 就労定着支援利用による職場定着率 

 

(1) 国の基本指針 

 各年度における就労定着支援による支援開始から１年後の職場定着率を

80％以上となることを目指し、地域の実情を踏まえて設定する。 

 ※「１年後」の定義 

  「支給決定から１年超となる日」（＝満１年に該当する日の翌日）を指す。 

(2) 市の考え方 

 平成 30年度中及び平成 31年度中において、就労定着支援事業を利用する

ものを勘案し設定します。 
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(3) 目標値 

項 目 数 値 

基 準 平成 30年度の新規利用者数 15人 

目 標 １年後の職場定着者数 12人 

基 準 平成 31年度の新規利用者数 17人 

目 標 １年後の職場定着者数 14人 

 

９ 障がい児支援の提供体制 

 

(1) 国の基本指針 

 平成32年度末までに、各市町村に下記について整備することを基本とし、

地域の実情を踏まえて設定する。 

・児童発達支援センター：少なくとも１か所以上設置する。 

・保育所等訪問支援：利用できる体制を構築する。 

・主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後デイサー

ビス事業所：１か所以上確保する。 

(2) 市の考え方 

平成 32年度末までに障がい児支援の提供体制を整備します。 
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(3) 目標値 

項 目 数 値 

児童発達支援センターの設置 ０か所（※） 

保育所等訪問支援の提供体制の構築 １か所 

主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所の

確保 
１か所（整備済み） 

主に重症心身障がい児を支援する放課後等デイサービス

事業所の確保 
１か所（整備済み） 

※ ただし、既存の児童発達支援事業所における機能の充実を図る。 

 

10 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置 

 

(1) 国の基本指針 

 平成 30 年度末までに、各市町村に保健、医療、障がい福祉、保育、教育

等の関係機関等による協議の場を設置することを基本とし、地域の実情を踏

まえて設定する。 

(2) 市の考え方 

 平成 30 年度末までに医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場を設

置します。 

(3) 目標値 

項 目 協議の場の有無 

医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置 有 
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11 福祉施設における工賃アップ（市の独自目標） 

 

(1) 市の考え方 

 平成 32 年度末における市内施設の就労継続支援Ｂ型利用者の作業工賃平

均月額の目標値を設定します。 

 当該目標の設定に当たっては、障がいの程度により作業内容が多様である

ことから、各施設単位で設定した目標値を基に作業工賃見込額を目標値とし

て設定します。 

(2) 目標値 

項 目 数 値 

基 準 平成 28年度の作業工賃平均月額（就労継続支援Ｂ型） 11,439円 

目 標 平成 32年度の作業工賃見込月額（就労継続支援Ｂ型） 14,102円 

(3) 実績値 

項 目 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

作業工賃平均月額 10,459円 11,439円 11,797円 
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Ⅱ サービス見込量と確保のための方策 

 

 障がい福祉サービス、相談支援、障がい児支援及び地域生活支援事業の種類

ごとに、第５期における必要量を見込みます。 

 サービス見込量の設定に当たっては、現在のサービス利用者、今後の新たな

利用者、施設入所者の地域生活への移行、福祉施設利用から一般就労への移行

等の状況を勘案して推計します。 

 

１ 障がい福祉サービス 

 

(1) 訪問系サービス 

 障がいのある方とその家族が安心して暮らせるよう、福祉サービスの安定供

給に向けて更なる充実を図ります。また、同行援護及び行動援護については、

利用の増加に対応したサービス提供体制の確保に努めます。 

 

   ア 居宅介護 

 居宅での入浴、排せつ、食事、家事などの援助、通院の介助を行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 平成29年10月末の利用実績に、過去３年間の利用伸率やニーズを勘案し

た新たな利用見込を加えることにより、計画期間における見込量を設定し

ます。 

    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

延べ利用時間（月） 2,426 2,498 2,573 

実利用者数（月） 164 169 174 
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    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29度 

延べ利用時間（月） 2,344 2,383 2,444 

実利用者数（月） 159 156 161 

※ 平成29年度の実績量は見込数値です。以下同じ。 

 

   イ 重度訪問介護 

 重度の肢体不自由、知的障がい又は精神障がいにより行動に著しい困難を

有する方で、常時介護を必要とする人の支援を総合的に行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 市内にサービス提供を行える事業所がないため、平成29年10月末の利用

実績はありませんが、ニーズを勘案して、計画期間における見込量を設定

します。 

    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

延べ利用時間（月） 240 480 480 

実利用者数（月） １ ２ ２ 

    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

延べ利用時間（月） ０ ０ ０ 

実利用者数（月） ０ ０ ０ 
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   ウ 同行援護 

 視覚障がいにより移動に著しい困難を要する方に、移動時における視覚的

情報の支援、排せつ、食事などの介護を行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 平成29年10月末の利用実績に、過去３年間の利用伸率やニーズを勘案し

た新たな利用見込を加えることにより、計画期間における見込量を設定し

ます。 

    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

延べ利用時間（月） 107 111 116 

実利用者数（月） ９ 10 10 

    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

延べ利用時間（月） 68 74 103 

実利用者数（月） ９ ８ ８ 

 

   エ 行動援護 

 重度の知的障がいや精神障がいによる著しい行動障がいのある方に、見守

りや危険回避の支援を行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 平成29年10月末の利用実績に、ニーズを勘案した新たな利用見込を加え

ることにより、計画期間における見込量を設定します。 
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    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

延べ利用時間（月） 10 10 15 

実利用者数（月） ２ ２ ３ 

    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

延べ利用時間（月） ９ ７ 9 

実利用者数（月） ２ １ １ 

 

   オ 重度障がい者等包括支援 

 常時介護を要する方で、その介護の必要性が著しく高い人に対し、居宅介

護など複数のサービスを包括的に行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 市内にサービス提供を行える事業所がないため、平成29年10月末の利用

実績はありませんが、ニーズを勘案して、計画期間における見込量を設定

します。 

    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

延べ利用時間（月） 240 240 480 

実利用者数（月） １ １ ２ 

    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

延べ利用時間（月） ０ ０ ０ 

実利用者数（月） ０ ０ ０ 
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(2) 日中活動系サービス 

 障がいのある方の障がいの状況や希望に合わせて選択できるよう必要量を

見込み、日中活動の場の確保を図ります。また、障がい者拠点施設「グッデイ

いきいきサポートセンター」を中心とした市内各事業所の面的な連携により、

効率的なサービスの提供に努めます。 

 

   ア 生活介護 

 常時介護を要する方に、施設で入浴、排せつ、食事などの介護をしたり、

創作的活動や生産活動の機会を提供します。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 平成29年10月末の利用実績に、特別支援学校卒業生の利用見込みやその

他のニーズを勘案した新たな利用見込を加えることにより、計画期間にお

ける見込量を設定します。 

    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

延べ利用者数（月） 3,752 4,018 4,106 

実利用者数（月） 212 227 232 

    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

延べ利用者数（月） 3,236 3,362 3,451 

実利用者数（月） 180 191 195 
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   イ 自立訓練（機能訓練） 

 身体障がいのある方が自立した生活ができるよう、一定期間、身体機能の

向上のために必要な訓練を行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 平成29年10月末の利用実績に、ニーズを勘案した新たな利用見込を加え

ることにより、計画期間における見込量を設定します。 

    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

延べ利用者数（月） 20 40 50 

実利用者数（月） １ ２ ３ 

    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

延べ利用者数（月） 40 20 20 

実利用者数（月） ３ １ １ 

 

   ウ 自立訓練（生活訓練） 

 知的障がいや精神障がいのある方が自立した生活ができるよう、一定期間、

生活能力の向上のために必要な訓練を行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 平成29年10月末の利用実績に、特別支援学校卒業生の利用見込みやその

他のニーズを勘案した新たな利用見込を加えることにより、計画期間にお

ける見込量を設定します。 

 なお、障がい者居住支援拠点施設の整備に伴い、長久の家が平成28年度

に宿泊型自立訓練からグループホームへ移行したため、平成28年度以降の

見込量が減少しています。 
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    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

延べ利用者数（月） 230 230 230 

実利用者数（月） 16 16 16 

    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

延べ利用者数（月） 861 482 376 

実利用者数（月） 40 27 25 

 

   エ 就労移行支援 

 一般企業に就労を希望する方に、一定期間、就労に必要な知識や能力向上

のために必要な訓練を行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 平成29年10月末の利用実績に、ニーズを勘案した 新たな利用見込を加

えることにより、計画期間における見込量を設定します。 

    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

延べ利用者数（月） 668 707 764 

実利用者数（月） 35 37 40 

    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

延べ利用者数（月） 494 576 631 

実利用者数（月） 27 30 33 
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   オ 就労継続支援Ａ型 

 一般企業への就労が困難な方に、雇用契約を伴う就労の機会を提供すると

ともに、その知識や能力の向上のために必要な訓練を行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 平成29年10月末の利用実績に、ニーズを勘案した新たな利用見込を加え

ることにより、計画期間における見込量を設定します。 

    (ｲ)  見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

延べ利用者数（月） 427 427 445 

実利用者数（月） 24 24 25 

    (ｳ)  実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

延べ利用者数（月） 612 406 409 

実利用者数（月） 35 23 23 

 

   カ 就労継続支援Ｂ型 

 一般企業への就労が困難な方に、雇用契約を伴わない就労の機会を提供す

るとともに、その知識や能力の向上のために必要な訓練を行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 平成29年10月末の利用実績に、ニーズを勘案した新たな利用見込を加え

ることにより、計画期間における見込量を設定します。 

    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

延べ利用者数（月） 3,382 3,477 3,743 

実利用者数（月） 178 183 197 
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    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

延べ利用者数（月） 2,915 3,197 3,311 

実利用者数（月） 157 168 173 

 

キ 就労定着支援 

 就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した人に、就労に伴い生じて

いる生活面の課題を把握するとともに、企業や家族、関係機関等との連絡調

整やそれに伴う課題解決に向けて必要となる支援を行います。（平成30年４

月からの新規サービス） 

    (ｱ) 設定の考え方 

 一般就労へ移行した近年の実績とニーズを勘案し、計画期間における見

込量を設定します。 

    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

利用者数（月） 15 17 20 

 

   ク 療養介護 

 医療と常時介護を必要とする方に、病院で機能訓練や療養上の管理、看護、

介護などを行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 平成29年10月末の利用実績に、待機者などを勘案した新たな利用見込を

加えることにより、計画期間における見込量を設定します。 
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    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

実利用者数（月） 25 26 26 

    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

実利用者数（月） 22 23 24 

 

   ケ 短期入所 

 家族の病気などによって短期間の入所が必要な方に、施設で入浴、排せつ、

食事などの介護を行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 平成29年10月末の利用実績に、過去３年間の利用伸率やニーズを勘案し

た新たな利用見込を加えることにより、計画期間における見込量を設定し

ます。 

    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

延べ利用者数（月） 450 468 486 

実利用者数（月） 75 78 81 

    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

延べ利用者数（月） 406 380 457 

実利用者数（月） 69 67 72 

     ※ 実績量は、福祉型及び医療型の合算値です。 
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(3) 居住系サービス 

 障がいのある方の障がいの状況や希望を踏まえ、ライフステージ全体で切れ

目のない住まいの支援が行われるよう必要量を見込み、居住の場の確保を図り

ます。また、障がい者居住支援拠点施設を中心とした市内各事業所の連携によ

り、効率的なサービスの提供に努めます。 

 

   ア 共同生活援助 

 共同生活を営む住居において、日常生活上の相談や援助を必要とする方に、

相談、入浴、排せつ、食事などの援助を行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 平成29年10月末の利用実績に、障がい者居住支援拠点施設の整備やニー

ズなどを勘案した新たな利用見込を加えることにより、計画期間における

見込量を設定します。 

    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

実利用者数（月） 76 78 80 

    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

実利用者数（月） 56 71 74 

 

   イ 施設入所支援 

 施設に入所する方に対し、主に夜間において入浴、排せつ、食事などの介

護を行います。 
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    (ｱ) 設定の考え方 

 平成29年10月末の利用実績に、地域移行に伴う利用者の減少や待機者の

新たな利用見込を加えることにより、計画期間における見込量を設定しま

す。 

    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

実利用者数（月） 101 100 99 

    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

実利用者数（月） 104 102 101 

 

ウ 自立生活援助 

 障がい者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへの移行した人を

対象に、円滑な地域生活ができるよう定期的な巡回訪問や随時の対応等の支

援を行います。（平成30年４月からの新規サービス） 

    (ｱ) 設定の考え方 

施設やグループホーム、病院等を利用している者、その他自立した日常生

活や社会生活を営むためにサービスが必要と判断される者の利用を想定

し、計画期間における見込量を設定します。 

    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

実利用者数（月） 10 10 10 
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(4) 相談支援 

 サービス等利用計画の作成を一層促進するため、相談支援事業所の増加及び

相談支援専門員のスキルの向上に取り組んでいきます。また、地域相談支援体

制の整備や充実を図ります。 

 

   ア 計画相談支援 

 障がい福祉サービスを利用する方に対して、利用サービスの内容を定めた

計画の作成とモニタリングの実施を行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 平成29年10月末の実利用者数に、障がい福祉サービスの利用見込で用い

た新たな実利用者数を加えることにより、計画期間における見込量を設定

します。 

    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

実利用者数（月） 98 99 100 

    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

実利用者数（月） 95 96 97 

 

   イ 地域相談支援（地域移行支援） 

 施設や病院に入所・入院している方が、退所・退院する際に、地域で生活

するための相談や居住の確保などの支援を行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 今後のサービスの利用ニーズを勘案して、計画期間における見込量を設

定します。 
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    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

実利用者数（月） １ １ ２ 

    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

実利用者数（月） １ ０ ０ 

 

   ウ 地域相談支援（地域定着支援） 

 居宅において単身で生活する方が、安定した地域生活が送れるように、常

時の連絡体制を確保し、緊急の事態に対して訪問支援を行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 今後のサービスの利用ニーズを勘案して、計画期間における見込量を設

定します。 

    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

実利用者数（月） ２ ３ ３ 

    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

実利用者数（月） ０ １ ２ 
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(5) 障がい児支援 

 障がいのある子どもが健やかに育ち、その家族が安心して子育てができるよ

うサービス提供体制の確保に努めます。 

 

   ア 児童発達支援 

 主に未就学の障がいのある児童に対し、日常生活における基本的な動作の

指導や集団生活への適応訓練などを行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 平成29年10月末の利用実績に、新たな利用見込を加えることにより、計

画期間における見込量を設定します。 

    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

延べ利用者数（月） 250 250 250 

実利用者数（月） 100 100 100 

    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

延べ利用者数（月） 206 207 188 

実利用者数（月） 90 87 77 

 

   イ 医療型児童発達支援 

 肢体不自由により医療を要する児童に対し、治療や日常生活における基本

的な動作の指導、集団生活への適応訓練などを行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 平成29年10月末の利用実績に、利用の可能性のある児童を新たな利用見

込として加えることにより、計画期間における見込量を設定します。 
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    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

延べ利用者数（月） 10 10 10 

実利用者数（月） ２ ２ ２ 

    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

延べ利用者数（月） ４ ３ ４ 

実利用者数（月） １ １ １ 

 

   ウ 放課後等デイサービス 

 学校に就学しており、放課後や休業日に支援が必要な児童に対し、生活能

力の向上のために必要な訓練や社会との交流の促進などの支援を行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 平成29年10月末の利用実績に、過去３年間の利用伸率等を勘案した新た

な利用見込を加えることにより、計画期間における見込量を設定します。 

    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

延べ利用者数（月） 658 715 884 

実利用者数（月） 91 112 138 

    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

延べ利用者数（月） 131 299 460 

実利用者数（月） 21 46 74 
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   エ 保育所等訪問支援 

 保育所などに通う集団生活への支援が必要な児童に対し、当該施設を訪問

し、集団生活への適応のための専門的な支援を行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 市内にサービス提供を行える事業所がないため、平成29年10月末の利用

実績はありませんが、今後のサービスの利用ニーズを勘案して、計画期間

における見込量を設定します。 

    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

延べ利用者数（月） ２ ２ ４ 

実利用者数（月） １ １ ２ 

    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

延べ利用者数（月） ０ ０ ０ 

実利用者数（月） ０ ０ ０ 

 

   オ 居宅訪問型児童発達支援 

 児童発達支援等の障がい児通所支援を受けるために外出することが著し

く困難な重度の障がい児等に対し、居宅を訪問し、日常生活における基本的

な動作の指導、知識技能の付与等の支援を行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 平成30年４月から始まる新サービスであるため、市内にサービス提供を

行える事業所がありませんが、今後のサービスの利用ニーズを勘案して、

計画期間における見込量を設定します。 
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    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

延べ利用者数（月） ４ ４ ４ 

実利用者数（月） １ １ １ 

 

   カ 障がい児相談支援 

 障がい児支援を利用する児童に対して、利用サービスの内容を定めた計画

の作成とモニタリングの実施を行います。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 平成29年10月末の実利用者数に、障がい児通所支援で用いた新たな実利

用者数を加えることにより、計画期間における見込量を設定します。 

    (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

実利用者数（月） 41 45 50 

    (ｳ) 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

実利用者数（月） 21 29 30 

    

キ 医療的ケア児に対する関係分野の支援を調整するコーディネーターの配置

人数 

医療的ケア児が必要とする多分野にまたがる支援の利用を調整し、総合的

かつ包括的な支援の提供につなげます。 

    (ｱ) 設定の考え方 

 医療的ケア児のニーズ等を勘案して、必要となる配置人数の見込量を設

定します。 
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  (ｲ) 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

コーディネーター人数（人） １ １ １ 
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２ 地域生活支援事業 

 

 地域自立支援協議会などを通じて、障がいのある方のサービス利用における

ニーズの把握に努めるとともに、利用ニーズや地域の実情を踏まえたサービス

の提供となるよう地域生活基盤の整備を図ります。 

 

(1) 理解促進研修・啓発事業 

 障がいのある方が日常生活を営む上で生じる「社会的障壁」を取り除くため、

障がいへの理解を深めるための啓発等を行います。 

    ア 設定の考え方 

 現在の取組を引き続き継続実施しています。 

    イ 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

実施の有無 有 有 有 

    ウ 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

実施の有無 無 有 有 

 

(2) 自発的活動支援事業 

 障がいのある方が自立した日常生活を送れるよう障がいのある方、家族、地

域住民等による自発的な取組を支援し、地域共生社会の実現を目指します。 

    ア 設定の考え方 

 障がい者等やその家族が互いの悩みを共有することや情報交換のでき

る交流会活動等を支援します。 
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    イ 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

実施の有無 有 有 有 

    ウ 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

実施の有無 有 有 有 

 

(3) 相談支援事業 

 障がいのある方やその家族からの相談に応じ、サービス利用や権利擁護に関

する支援、関係機関との連絡調整など必要な援助を行います。 

 また、基幹相談支援センターは、地域における相談支援の中核的な役割を担

う機関です。 

    ア 設定の考え方 

 基本相談支援の実施箇所数については、平成29年度の実施箇所数及び新

たに１箇所が実施することを見込み、計画期間における見込量として設定

します。また、基幹相談支援センターについては、計画期間内に設置につ

いて検討していきます。 

    イ 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

基本相談支援 

（実施箇所数） 
４ ５ ５ 

基幹相談支援センター 

（実施箇所数） 
０ ０ ０ 
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    ウ 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

基本相談支援 

（実施箇所数） 
４ ４ ４ 

基幹相談支援センター 

（実施箇所数） 
０ ０ ０ 

 

(4) 成年後見制度利用支援事業 

 知的障がいや精神障がいがある方で、成年後見制度の利用が困難な人に、市

が代わって成年後見審判の申立てを行ったり、申立てに要する経費や後見人な

どの報酬に対する助成を行います。 

    ア 設定の考え方 

 今後のサービスの利用ニーズを勘案して、計画期間における見込量を設

定します。 

    イ 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

実利用者数（年） ７ ９ 10 

    ウ 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

実利用者数（年） １ ４ ６ 

 

(5) 成年後見制度法人後見事業 

 社会福祉協議会等の協力の下、様々な相談に対応できるよう支援していきま

す。 
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    ア 設定の考え方 

 社会福祉協議会等が事業を実施し、障がいのある方の権利擁護を図って

いきます。 

    イ 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

実施の有無 有 有 有 

    ウ 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

実施の有無 無 無 無 

 

(6) 意思疎通支援事業 

 手話通訳者又は要約筆記者の派遣を行うとともに、市福祉課に手話通訳者を

設置します。 

    ア 設定の考え方 

 手話通訳者・要約筆記者派遣事業については、今後のサービスの利用ニ

ーズを勘案して、計画期間における見込量を設定します。手話通訳者設置

事業については、引き続き市福祉課に配置して実施します。 

    イ 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

手 話 通 訳

者・要約筆

記者派遣事

業 

実使用者数（年） 20 20 20 

延べ利用者数（年） 73 78 80 

手話通訳者設置事業（設置者数） １ １ １ 
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    ウ 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

手 話 通 訳

者・要約筆

記者派遣事

業 

実使用者数（年） 10 11 13 

延べ利用者数（年） 59 74 72 

手話通訳者設置事業（設置者数） １ １ １ 

 

(7) 日常生活用具給付事業 

 主に重度の障がいがある方の日常生活上の便宜を図るため、介護・訓練支援

用具などの給付を行います。 

    ア 設定の考え方 

 排せつ管理支援用具については、平成29年度の実績見込に、過去３年間

の伸率と対象者の拡大による新たな利用見込を加えることにより、計画期

間における見込量を設定します。その他の用具については、過去３年間で

最も多い年度のものを見込量として設定します。 

    イ 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

介護・訓練支援用具 

（給付件数／年） 
３ ３ ２ 

自立生活支援用具 

（給付件数／年） 
９ ９ ８ 

在宅療養等支援用具 

（給付件数／年） 
10 10 11 

情報・意思疎通支援用具 

（給付件数／年） 
16 17 17 

排せつ管理支援用具 

（給付件数／年） 
1,980 1,980 1,980 

居宅生活動作補助用具（住宅改修

費）（給付件数／年） 
３ ４ ４ 
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    ウ 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

介護・訓練支援用具 

（給付件数／年） 
１ ０ ３ 

自立生活支援用具 

（給付件数／年） 
７ ７ ８ 

在宅療養等支援用具 

（給付件数／年） 
12 ８ 11 

情報・意思疎通支援用具 

（給付件数／年） 
15 21 15 

排せつ管理支援用具 

（給付件数／年） 
1,821 1,979 1,980 

居宅生活動作補助用具（住宅改修

費）（給付件数／年） 
６ ２ ３ 

 

(8) 手話奉仕員養成研修事業 

 聴覚に障がいのある方の交流促進を図るため、日常会話程度の手話表現技術

を習得する手話奉仕員の養成研修を行います。 

    ア 設定の考え方 

 手話奉仕員になるためには、研修終了後、一定期間の実務経験が必要で

あることから、過去の実績を踏まえ、計画期間における見込量を設定しま

す。 

    イ 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32度 

新規登録者数（年） １ １ １ 

    ウ 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

新規登録者数（年） ０ ３ ０ 
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(9) 移動支援事業 

 屋外での移動が困難な方に対して、余暇活動など社会参加のための外出に必

要な支援を行います。 

    ア 設定の考え方 

 過去３年間の平均利用実績に、利用伸率やニーズを勘案した新たな利用

見込を加えることにより、計画期間における見込量を設定します。 

    イ 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

実利用者数（年） 97 97 97 

延べ利用時間（年） 5,960 5,960 5,960 

    ウ 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

実利用者数（年） 106 97 96 

延べ利用時間（年） 6,331 5,962 5,938 

 

(10) 地域活動支援センター機能強化事業 

 創作活動や生産活動の機会の提供、社会との交流の促進などを供与する地域

活動支援センターの機能強化を図ります。 

    ア 設定の考え方 

 実施箇所数については、平成29年度の実施箇所数を計画期間における見

込量として設定します。実利用者数については、平成29年10月末の実利用

者数に、サービス利用のニーズを勘案した新たな実利用者数を加えること

により、計画期間における見込量を設定します。 
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    イ 見込量 

    【市内事業所】 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

実施箇所数 ３ ３ ３ 

実利用者数（年） 120 125 130 

    【市外事業所】 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

実施箇所数 ２ ２ ２ 

実利用者数（年） ３ ３ ３ 

    ウ 実績量 

    【市内事業所】 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

実施箇所数 ２ ３ ３ 

実利用者数（年） 102 111 115 

    【市外事業所】 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

実施箇所数 ０ ０ ２ 

実利用者数（年） ０ ０ ３ 

 

(11) 訪問入浴サービス事業 

 重度の身体障がいがあり、自宅以外で入浴が困難な方に対して、自宅へ訪問

し、入浴サービスを提供します。 

   ア 設定の考え方 

 平成29年10月末の利用実績に、サービス利用のニーズを勘案した新たな利

用見込を加えることにより、計画期間における見込量を設定します。 
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    イ 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

実施箇所数 ２ ２ ２ 

実利用者数（年） ８ ９ ９ 

    ウ 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

実施箇所数 ２ ２ ２ 

実利用者数（年） ６ ６ ８ 

 

(12) 声の広報等発行事業 

 文字による情報入手が困難な方に、市の広報紙の情報を音声訳により定期的

に提供します。 

    ア 設定の考え方 

 平成29年10月末の利用実績に、サービス利用のニーズを勘案した新たな

利用見込を加えることにより、計画期間における見込量を設定します。 

    イ 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

実利用者数（年） 18 19 20 

    ウ 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

実利用者数（年） 16 17 17 

 

(13) 自動車運転免許取得・改造助成事業 

 社会活動への参加を促進するため、障がいの状況により自動車運転免許取

得及び自動車の改造に要する費用の一部を助成します。 
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    ア 設定の考え方 

 平成29年10月末の利用実績に、サービス利用のニーズを勘案した新たな

利用見込を加えることにより、計画期間における見込量を設定します。 

    イ 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

助成件数（年） ８ ８ ８ 

    ウ 実績量 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

助成件数（年） ８ ５ ７ 

 

(14) 日中一時支援事業 

 家族の就労支援や一時的な休息等のため、日中において一時的な預かりや

見守りなどの支援を行います。 

    ア 設定の考え方 

 平成29年度の実績見込に、過去３年間の実利用人数の伸率と平成28年度

の平均利用回数を勘案して、計画期間における見込量を設定します。 

    イ 見込量 

 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

延べ利用回数（年） 7,772 7,785 7,799 

延べ利用者数（年） 177 181 185 

    ウ 実績量 

  平成27年度 平成28年度 平成29年度 

延べ利用回数（年） 7,759 7,746 7,759 

延べ利用者数（年） 174 173 175 
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１ ライフステージに応じた支援体制 
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２ 三条市地域自立支援協議会 

 

三条市地域自立支援協議会設置要綱 

 （設置） 

第１条 三条市に居住する障がい者及び障がい児（以下「障がい者」という。）が地

域で安心して生活できるよう支援し、自立と社会参加を図るため、相談支援事業を

はじめとする地域の障がい福祉に関するシステムづくりに関し、中核的な役割を果

たす協議の場として、三条市地域自立支援協議会（以下「協議会」という。）を設

置する。 

 （所掌事項） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議を行うものとする。 

 ⑴ 委託相談支援事業者の運営評価等に関すること。 

⑵ 困難事例への対応の在り方に関する協議及び調整に関すること。 

⑶ 地域の関係機関によるネットワーク構築等に関すること。 

⑷ 地域の社会資源の開発及び改善に関すること。 

⑸ 相談支援事業機能強化事業及び県相談支援体制整備事業の活用に関すること。 

⑹ 三条市障がい者計画及び障がい福祉計画の評価及び見直しに関すること。 

⑺ その他地域の障がい福祉に関して必要な事項 

 （組織） 

第３条 協議会は、委員15人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

 ⑴ 学識経験者 

⑵ 相談支援事業者・障がい福祉サービス事業者 

⑶ 保健・教育・雇用機関の関係者 

⑷ 障がい福祉関係団体 
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 （任期） 

第４条 委員の任期は２年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。た

だし、再任を妨げない。 

 （会長及び副会長） 

第５条 協議会に、会長及び副会長各１人を置き、委員の互選により選任する。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 協議会の会議は、必要に応じ会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 協議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 会長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の関係者の出席を求め、意

見若しくは説明を聴き、又は必要な資料の提供を求めることができる。 

 （守秘義務） 

第７条 協議会の関係者は、会議において知り得た秘密を漏らしてはならない。その

職を退いた後も同様とする。 

 （庶務） 

第８条 協議会の庶務は、福祉保健部福祉課において処理する。 

 （その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協

議会に諮って定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成19年12月１日から施行する。 

 （委員の任期の特例） 
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２ この要綱の施行の日以後、最初に委嘱される委員の任期は、第４条の規定にかか

わらず、委嘱の日から平成22年３月31日までとする。 
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三条市地域自立支援協議会委員名簿 

平成 29年 12月１日現在   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 会長  ○ 副会長 

№ 区   分 所  属  等  氏  名 

1  学識経験者 
新潟医療福祉大学 

地域連携担当副学長兼社会福祉学部長 
◎丸 田 秋 男 

2 

相談支援事業

者・障がい福祉

サービス事業

者 

（福）県央福祉会 

いからしの里園長兼いからし工房所長 
元 川 裕美子 

3 （福）三条市手をつなぐ育成会 常務理事  ○丸 山 裕 子 

4 （福）ひめさゆり福祉会 管理者  佐 藤 忠 雄 

5 （福）青空福祉会 施設長兼管理者 川 瀬   正 

6 

 保健・教育・ 

雇用機関の 

関係者 

 三条公共職業安定所 所長 成 澤 康 仁 

7  三条地域振興局健康福祉環境部長 後 藤 一 安 

8  新潟県立月ヶ岡特別支援学校教諭 熊 倉 真 弓 

9 
 三条商工会議所常議員 

 三条商工会議所経営対策委員会委員長 
川 﨑 国 雄 

10 

障がい福祉関

係団体 

 社会福祉法人三条市社会福祉協議会 

 三条支所介護係長兼下田支所介護係長 
鍋 嶋 弘 樹 

11  三条市身体障害者福祉協会 荒 木 義 一 

12  ぴあのつどい 平 岡 美 佳 

13  三条地区自閉症児・者を育てる会 栗 山 政 子 

 



 

73 

 

 三条市地域自立支援協議会の組織図 
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